
- 1 -

法務省秘庶訓第１号

本省局部課長

所管各庁の長

法務省公益通報等対応規則に関する訓令を次のように定める。

平成３０年３月２９日

法務大臣 上 川 陽 子

（公 印 省 略）
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附則

別表

第１章 総則

第１節 目的

（目的等）

第１条 この規則は、公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号。以下「法」

という。）、「公益通報者保護法第１１条第１項及び第２項の規定に基づき事業

者がとるべき措置に関して、その適切かつ有効な実施を図るために必要な指針」

（令和３年８月２０日内閣府告示第１１８号。以下「指針」という。）、「公益

通報者保護法に基づく指針（令和３年内閣府告示第１１８号）の解説」（以下

「指針の解説」という。）及び「公益通報者保護法を踏まえた国の行政機関の

通報対応に関するガイドライン（内部の職員等からの通報）（外部の労働者等

からの通報）」（平成１７年７月１９日関係省庁申合せ。以下「ガイドライン」
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という。）の趣旨を踏まえて、法務本省及び各庁における公益通報等の対応並

びに公益通報等の通報者及び相談者の保護のために必要な事項を定めるととも

に、法務省におけるその運用及び推進に必要な基本事項を定めることを目的と

する。

２ 法務本省及び各庁における公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及び

相談者の保護等については、法、指針及びガイドラインのほか、法律及びこれ

に基づく命令の規定により特別の定めがある場合を除き、この規則の定めると

ころによるものとする。

第２節 定義

（用語の定義）

第２条 この規則における用語の定義は、法、指針及びガイドラインにおいて使

用する用語の例によるほか、次の各号に掲げるとおりとする。

⑴ 「法務省」とは、法務省設置法（平成１１年法律第９３号）に基づき設置

された法務省をいい、同法の規定に基づき本省に置かれる機関及び法務省に

置かれる外局並びに別に法律で定めるところにより本省に置かれる機関を含

む。

⑵ 「法務本省」とは、法務省の内部部局の局、部並びに大臣官房秘書課、大

臣官房人事課、大臣官房会計課、大臣官房国際課、大臣官房施設課及び大臣

官房厚生管理官並びに法務総合研究所及び矯正研修所の組織を総じて指して

いう。ただし、以上の組織を個別に指して表す場合は「部局」という。

⑶ 「各庁」とは、法務局、地方法務局、矯正管区、刑務所、少年刑務所、拘

置所、少年院、少年鑑別所、地方更生保護委員会及び保護観察所の各組織を

個別に指していう。

⑷ 「機関」とは、部局又は各庁をいう。

⑸ 「部局職員」とは、部局に所属する職員をいう。

⑹ 「各庁職員」とは、各庁に所属する職員をいう。

⑺ 「機関職員」とは、部局職員又は各庁職員をいう。

⑻ 「職員等」とは、次に掲げる者をいう。

一 部局職員

二 各庁職員

三 機関が労働者派遣の役務の提供を受ける場合における当該派遣労働者

四 事業者が機関との請負契約その他の契約に基づいて事業を行う場合にお

ける当該事業者の役員又は当該事業に従事する労働者若しくは派遣労働者

五 法務省を役務提供先とする労働者（一から三に掲げる者を除く。）

六 通報の日前１年以内に一から五に掲げる者であった者（四に掲げる役員
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を除く。）

⑼ 「法定外通報対象事実」とは、次のいずれかの事実をいう。ただし、一及

び二に掲げる事実については、機関の法令遵守の確保及び適正な業務の推進

のために必要と認められるものに限る。

一 国家公務員倫理法（平成１１年法律第１２９号）又は国家公務員倫理規

程（平成１２年政令第１０１号）の規定に違反する行為に関する事実

二 法令の規定に違反する行為に関する事実（前号に掲げるもの及び通報対

象事実（法第２条第３項）を除く。）

三 法務大臣又は各庁の長が命令若しくは示達をするために発した訓令若し

くは通達の規定に照らし、機関の法令遵守の確保及び適正な業務の推進の

ために必要と認められる事実

⑽ 「内部通報」とは、法第３条第１号に規定する公益通報をいうほか、職員

等が、不正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的

でなく、その役務提供先（第８号の四に掲げる場合の機関を含む。以下同じ。）

若しくは当該役務提供先の事業に従事する場合におけるその機関の長、機関

職員その他の者について法定外通報対象事実が生じ、又はまさに生じようと

している旨を当該役務提供先の公益通報窓口に通報することをいう。

⑾ 「準内部通報」とは、機関の法令遵守を確保する上で必要と認められる者

（当該通報対象事実又は当該法定外通報対象事実の知しつについて正当かつ

合理的な理由がある者に限り、職員等を除く。）が、不正の利益を得る目的、

他人に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、機関又は機関の事業に

従事する場合におけるその機関の長、機関職員その他の者について通報対象

事実若しくは法定外通報対象事実が生じ、又はまさに生じようとしている旨

を次の各号に掲げる事実の区分に応じ、当該各号に掲げる機関の公益通報窓

口に通報することをいう。

イ 部局の法令遵守の確保及び適正な業務の推進のために必要と認められる

事実 法務本省

ロ 各庁の法令遵守の確保及び適正な業務の推進のために必要と認められる

事実 当該各庁

⑿ 「外部通報」とは、機関の公益通報窓口に対し、次の各号に掲げるいずれ

かに該当するものを通報することをいう。

一 法第３条第２号又は同条第３号に規定する公益通報であって、当該通報

対象事実について処分若しくは勧告等をする権限を有し、かつ、その根拠

がこの規則の別表に掲げる法律の規定に基づくもの。

二 その事業者の法令遵守を確保する上で必要と認められる者（当該通報対

象事実の知しつについて正当かつ合理的な理由がある者に限る。）が、不
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正の利益を得る目的、他人に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、

その事業者若しくは当該事業者の事業に従事する場合におけるその役員、

従業員、代理人その他の者について通報対象事実が生じ、又はまさに生じ

ようとしている旨を通報するものであって、法第３条第２号に掲げる要件

（（ⅰ）通報対象事実が生じ、若しくはまさに生じようとしていると信ず

るに足りる相当の理由（以下「真実相当性」という。）がある場合、又は

（ⅱ）通報対象事実が生じ、若しくはまさに生じようとしていると思料し、

かつ、法第３条第２号イからニまでに掲げる事項を記載した書面を提出す

る場合（以下、（ⅰ）と（ⅱ）を併せて「保護要件」という。））を満たし、

当該通報対象事実について処分若しくは勧告等をする権限を有し、かつ、

その根拠がこの規則の別表に掲げる法律の規定に基づくもの。

⒀ 「準外部通報」とは、機関の公益通報窓口に対し、次の各号に掲げるいず

れかに該当するものを通報することをいう。

一 法第３条第２号又は第３号に規定する公益通報であって、当該通報対象

事実について処分又は勧告等をする権限を有し、外部通報に当たらないも

の。

二 その事業者の法令遵守を確保する上で必要と認められる者（当該通報対

象事実又は当該法令の規定に違反する行為に関する事実の知しつについて

正当かつ合理的な理由がある者に限る。）が、不正の利益を得る目的、他

人に損害を加える目的その他の不正の目的でなく、その事業者若しくは当

該事業者の事業に従事する場合におけるその役員、従業員、代理人その他

の者について通報対象事実若しくは法令の規定に違反する行為に関する事

実（通報対象事実を除く。）が生じ、又はまさに生じようとしている旨を

通報するものであって、保護要件を満たし、当該事実について処分若しく

は勧告等をする権限を有し、外部通報に当たらないもの。

⒁ 「公益通報等」とは、内部通報、準内部通報、外部通報又は準外部通報を

いう。

⒂ 「通報」とは、公益通報等に当たる可能性のある事実を知らせることをい

う。

⒃ 「通報事案」とは、通報に係るその具体的な内容をいう。

⒄ 「相談」とは、通報に先立ち又はこれに関連して、必要な助言を受けるた

めの行為をいう。

⒅ 「通報等」とは通報又は相談をいい、「通報者等」とは通報又は相談をし

た者をいう。

⒆ 「被通報者」とは、公益通報等として知らされた事実の行為の主体となっ

ている者をいう。
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⒇ 「通報秘密」とは、法、指針及びガイドラインの趣旨並びにこの規則に基

づき知り得た非公知の情報であって、秘密を保護する必要が高く、その漏え

いが、通報者等若しくはそれらと利害関係を有する者の信用、名誉、プライ

バシー等の保護に支障を及ぼすおそれのある情報又は通報者等に対して不利

益な取扱いを招くおそれのある情報をいう。

第２章 公益通報対応体制

第１節 法務省の体制

（法務省公益通報総括責任者）

第３条 法務省に法務省公益通報総括責任者（以下「総括責任者」という。）を

置き、大臣官房長をもって充てる。

２ 総括責任者は、法務省における公益通報等の対応、公益通報等の通報者及び

相談者の保護、並びにその運用及び推進について、これを総括して監督すると

ともに、次に掲げる事項を掌理する。

⑴ 第４条から第７条に定める者に対する助言及び指導に関すること。

⑵ 第２章に定める者について、その臨時代理の指名に関すること。

⑶ 適当な理由又はやむを得ない事情を認める場合における通報事案の事務引

取・移転に関すること。

⑷ 適当な理由又はやむを得ない事情を認める場合における通報事案の事実調

査者及び措置決定者の指名に関すること。

⑸ 利益相反関係者の除斥の特例に関すること。

⑹ 法務省における公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及び相談者の

保護に必要な事務の特別の調整に関すること、並びに法務省におけるその運

用及び推進に必要な事務の特別の調整に関すること。

⑺ この規則の改正に関すること。

第２節 部局の体制

（公益通報部局責任者）

第４条 部局に公益通報部局責任者（以下「部局責任者」という。）を置き、部

局の長をもって充てる。

２ 部局責任者は、部局における公益通報等の対応、公益通報等の通報者及び相

談者の保護並びにその運用及び推進に関する事務の責任を担うとともに、次に

掲げる事項を掌理する。

⑴ 公益通報等対応経過把握表（様式第１号）の作成に関すること。

⑵ 通報又は相談の対応に関すること。

⑶ 利益相反関係者の差替えに関すること。
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⑷ 細則の制定に関すること。

（公益通報部局担当者）

第５条 部局に公益通報部局担当者（以下「部局担当者」という。）を置き、部

局に属する課長補佐相当の官職にある者のうちから部局責任者が指名する。

２ 部局担当者は、部局責任者を補佐し、部局における公益通報等の対応、公益

通報等の通報者及び相談者の保護並びにその運用及び推進に関する事務を担当

する。

３ 部局担当者は、前項の事務を行うために必要と認めるときは、部局に属する

係長相当以上の官職にある者のうちから公益通報部局補助者（以下「部局補助

者」という。）を指名し、その事務の補助をさせることができる。

第３節 各庁の体制

（公益通報各庁責任者）

第６条 各庁に公益通報各庁責任者（以下「各庁責任者」という。）を置き、各

庁の長をもって充てる。

２ 各庁責任者は、各庁における公益通報等の対応、公益通報等の通報者及び相

談者の保護並びにその運用及び推進に関する事務の責任を担うとともに、次に

掲げる事項を掌理する。

⑴ 公益通報等対応経過把握表の作成に関すること。

⑵ 通報又は相談の対応に関すること。

⑶ 利益相反関係者の差替えに関すること。

⑷ 細則の制定に関すること。

（公益通報各庁担当者）

第７条 各庁に公益通報各庁担当者（以下「各庁担当者」という。）を置き、次

の各号に掲げる組織に応じ、当該各号に掲げる者をもって充てる。

⑴ 法務局 庶務課長（ただし、東京法務局及び大阪法務局にあっては職員課

長とする。）

⑵ 地方法務局 総務課長

⑶ 矯正管区 総務課長

⑷ 刑務所、少年刑務所、拘置所、少年院、少年鑑別所 庶務課長

⑸ 地方更生保護委員会 総務課長

⑹ 保護観察所 企画調整課長

２ 各庁担当者は、各庁責任者を補佐し、各庁における公益通報等の対応、公益

通報等の通報者及び相談者の保護並びにその運用及び推進に関する事務を担当

する。

３ 各庁担当者は、前項の事務を行うために必要と認めるときは、各庁に属する
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係長相当以上の官職にある者のうちから公益通報各庁補助者（以下「各庁補助

者」という。）を指名し、その事務の補助をさせることができる。

第３章 公益通報窓口

第１節 法務本省の窓口

（法務本省公益通報窓口）

第８条 法務本省に部局の公益通報窓口を設置し、その責任者は大臣官房人事課

長（以下「窓口責任者」という。）とする。

２ 法務本省の窓口責任者は、公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及び

相談者の保護のために窓口責任者の任務としてこの規則で定める事務の責任を

担うとともに、次に掲げる事務を掌理する。

⑴ 機関における公益通報窓口の設置状況の公表（法務本省の窓口については、

専用電子メールアドレスの公表を含む。）に関すること。

⑵ 法務本省公益通報外部窓口（以下「外部窓口」という。）の設置に関する

こと（外部窓口の責任者に対し、この規則に定めるところにより、内部通報

及び準内部通報について、窓口責任者の責務に準じ必要な事務を委託すると

ともに、通報秘密の保持及び個人情報の保護の徹底を要請しつつ、緊密な連

絡体制を構築することを含む。）。

⑶ 通報事案の受付、送付、質問及び相談に関すること。

⑷ 法務本省内部通報・準内部通報対応経過把握表（様式第２号）の作成に関

すること。

⑸ 国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程に係る法令違反行為に当たるも

のと認められる場合における倫理監督官への報告（通報者の個人情報を保護

して行うこと。）に関すること。

⑹ 法務省の公益通報等の対応に係る統計について、その作成・公表に関する

こと。

（法務本省窓口担当者）

第９条 法務本省に窓口担当者を置き、大臣官房人事課服務担当の課長補佐をも

って充てる。

２ 法務本省の窓口担当者は、法務本省の窓口責任者を補佐し、その公益通報窓

口として必要な事務を担当する。

３ 窓口担当者は、前項の事務を行うために必要と認めるときは、大臣官房人事

課に属する係長相当以上の官職にある者のうちから窓口補助者を指名し、その

事務の補助をさせることができる。

第２節 各庁の窓口
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（各庁公益通報窓口）

第１０条 各庁に公益通報窓口を設置し、その責任者は、第７条各号に掲げる組

織に応じ、当該各号に掲げる者（以下「窓口責任者」という。）とする。

２ 各庁の窓口責任者は、各庁の公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及

び相談者の保護のために窓口責任者の任務としてこの規則で定める事務の責任

を担うとともに、次に掲げる事務を掌理する。

⑴ 通報事案の受付、送付、質問及び相談に関すること。

⑵ 各庁内部通報・準内部通報対応経過把握表（様式第３号）の作成に関する

こと。

⑶ 国家公務員倫理法及び国家公務員倫理規程に係る法令違反行為に当たるも

のと認められる場合における倫理監督官への報告（通報者の個人情報を保護

して行うこと。）に関すること。

⑷ 各庁の公益通報等の対応に係る統計について、その作成・報告に関するこ

と。

（各庁窓口担当者）

第１１条 各庁に窓口担当者を置き、各庁に属する係長相当以上の官職にある者

のうちから各庁の窓口責任者が指名する。

２ 各庁の窓口担当者は、各庁の窓口責任者を補佐し、その公益通報窓口として

必要な事務を担当する。

３ 各庁の窓口責任者は、前項の事務を行うために必要と認めるときは、各庁に

属する係長相当の官職にある者のうちから窓口補助者を指名し、窓口担当者の

事務の補助をさせることができる。

第４章 外部通報事務取扱

（外部通報事務取扱責任者）

第１２条 外部通報事務取扱責任者（以下「外部責任者」という。）を設置する

ものとし、法務本省においては、その責任者は、大臣官房秘書課長とする。各

庁においては、その責任者は、各庁の長の指名のない限り、窓口責任者がこれ

を兼ねるものとする。

２ 外部責任者は、公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及び相談者の保

護のために外部責任者の任務としてこの規則で定める事務の責任を担うととも

に、次に掲げる事務を掌理する。

⑴ 通報事案の引渡し、送付、質問及び相談に関すること。

⑵ 外部通報・準外部通報対応経過把握表（様式第４号）の作成に関すること。

（法務本省外部担当者）

第１３条 法務本省に外部通報事務取扱担当者（以下「外部担当者」という。）
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を置き、大臣官房秘書課総務・法令担当の課長補佐をもって充てる。

２ 外部担当者は、外部責任者を補佐し、その必要な事務を担当する。

３ 外部担当者は、前項の事務を行うために必要と認めるときは、大臣官房秘書

課に属する係長相当以上の官職にある者のうちから外部通報事務取扱補助者

（以下「外部補助者」という。）を指名し、その事務の補助をさせることがで

きる。

第５章 設置機関における推進

（設置機関）

第１４条 検察庁、出入国在留管理庁、公安審査委員会及び公安調査庁の長は、

法、指針、指針の解説及びガイドラインの趣旨を踏まえて、それぞれ、公益通

報等の対応並びに公益通報等の通報者及び相談者の保護のために必要な事項、

その運用及び推進に必要な基本事項について、別に定めるものとする。

第６章 通報秘密及び個人情報

第１節 通報秘密の保持及び個人情報の保護

（通報秘密保持及び個人情報保護）

第１５条 総括責任者、部局責任者、部局担当者、部局補助者、各庁責任者、各

庁担当者、各庁補助者、窓口責任者、窓口担当者、窓口補助者、外部責任者、

外部担当者及び外部補助者（以下「事務取扱者」という。）は、正当な理由が

ある場合を除き、通報秘密を保持し、個人情報を保護しなければならない。公

益通報等の対応のために必要かつ相当なものとして事務取扱者から通報秘密又

は個人情報を提供された者（以下「準事務取扱者」という。）も同様とする。

２ 事務取扱者及び準事務取扱者は、通報秘密を保持し、個人情報を保護するた

め、公益通報等の対応の全般にわたり、次の事項について、遵守しなければな

らないものとする。

⑴ 通報秘密及び通報者の個人情報のほか、通報者限りが知り得る情報であっ

てこれを明らかにすることにより通報者を特定し得る情報を漏らしてはなら

ないこと。

⑵ 知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用しては

ならないこと。

⑶ 前２号に掲げる規定に反するときは、第３１条第３項第２号に掲げる処分

を受ける可能性を有することについて、認識すること。

⑷ 正当な理由がなく、知り得た情報であって通報者を特定させるものを漏ら

したときは、法第２１条に掲げる刑事罰が科される可能性を有することにつ

いて、認識すること。
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⑸ 必要な事務取扱者及び準事務取扱者の間で共有すべき情報の範囲につい

て、必要最小限にとどめるとともに、情報の提供、運搬、伝達に当たっては、

紛失、誤送信、盗見、盗聴されないよう十分に注意すること。

⑹ 公益通報等の対応のために必要かつ相当なものとして、事務取扱者又は準

事務取扱者が、通報秘密若しくは個人情報を事務取扱者及び準事務取扱者以

外の者に提供するときは、その者に対し、準事務取扱者として通報秘密の保

持及び個人情報の保護の責務を負うことについて、その内容とともに告知す

ること。

⑺ 通報秘密及び個人情報に係る行政文書（公文書等の管理に関する法律（平

成２１年法律第６６号）第２条第４項に規定する行政文書をいう。以下同じ。）

の保管・保存に当たっては、これを施錠管理できる収納庫に置き若しくは収

納する施設へ立ち入る者を制限し、この情報にアクセスできる者を制限し、

パスワードを設定し若しくは情報に対する操作・閲覧履歴を記録し、又はそ

の他の事務取扱者及び準事務取扱者以外の者が不正に閲覧、入手、変造、廃

棄することを防止するために必要な措置を講じること。

⑻ 資料を作成する場合には、必要に応じ、通報秘密についてその事実の全部

若しくは一部を仮定し、個人情報について仮称を用い又は異名による表記を

行うこと。

⑼ 通報秘密又は個人情報について、その漏えいが認められ、若しくはその漏

えいするおそれが認められ、若しくはその紛失等を知った者は、直ちに、そ

の旨を、部局責任者又は各庁責任者（以下「機関責任者」という。）に報告

しなければならないこと。

⑽ 機関責任者は、前項の報告を受けたときは、直ちに、漏えい又は紛失等の

原因を調査し、適切な措置を講ずるとともに、再発を防止するために必要な

指導を徹底すること。

３ 事務取扱者及び準事務取扱者は、通報秘密を保持し、個人情報を保護するた

め、公益通報等の対応のうち通報事案の受付及び受理に関し、次の事項につい

て、遵守しなければならないものとする。

⑴ 通報者等の申出により必要と認められるときは、個室での面談、勤務時間

外での応接その他可能な範囲における配慮を行うこと。

⑵ 通報者等が自ら行う通報秘密の保持及び個人情報の保護について、重要性

を説示するとともに、その徹底を要請すること。

４ 事務取扱者及び準事務取扱者は、通報秘密を保持し、個人情報を保護するた

め、公益通報等の対応のうち通報事案の事実調査及び措置の実施に関し、次の

事項について、遵守しなければならないものとする。

⑴ 通報秘密及び通報者の氏名、所属等の個人情報のほか、通報者限りが知り
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得る情報であってこれを明らかにすることにより通報者を特定し得る情報に

ついては、被通報者及び通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規

定に違反する行為に関する事実に照らし被通報者との関係が密接な者に対

し、次号に規定する場合を除き、明らかにしないこと。

⑵ 公益通報等の対応を適切に行うため、通報秘密及び通報者の氏名、所属等

の個人情報のほか、通報者限りが知り得る情報について、事務取扱者又は準

事務取扱者以外の者にこれを明らかにするときは、あらかじめ、書面等によ

り通報者の明示的な同意を得て行うこと。この場合においては、その目的及

び対象とする情報の範囲並びに当該情報を明らかにすることにより生じ得る

不利益について、通報者に対し、説明すること。

⑶ 通報者を特定する情報を既に被通報者が把握していることを了知したとき

は、通報者への不利益な取扱いを行うことがないよう被通報者に対して警告

するとともに、正当な理由がないのにこれに反するときは、第３１条第３項

第２号に掲げる処分を受ける可能性がある旨を付すこと。

⑷ 通報者の明示的同意がある場合を除き、当該調査又は当該措置の実施が通

報を原因とすることについて、事務取扱者及び準事務取扱者以外の者に容易

に推定されないよう注意すること。

５ 事務取扱者及び準事務取扱者は、通報秘密を保持し、個人情報を保護するた

め、公益通報等の対応終了の後について、次の事項について、遵守しなければ

ならないものとする。

⑴ 公益通報等の対応終了の後であっても、引き続き通報秘密を保持し、個人

情報を保護しなければならないこと。

⑵ 通報秘密又は個人情報が記録された行政文書について、他と区別し得る表

示を行い、これを適正に保存・管理するとともに、人事異動による事務引継

において、事務取扱者及び準事務取扱者以外の者がこれを閲覧又はアクセス

等することができないことについて十分な説明を行いつつ、後任者にこれら

の行政文書を引き継ぐこと。

⑶ 通報秘密に係る行政文書について、文書管理者が定める保存期間を満了し

たときは、保存期間を延長する場合を除き、速やかに廃棄の手続を行うもの

とし、その実施が完了するまでの間においても、通報秘密の保持及び個人情

報の保護を図ること。

第２節 行政文書開示請求への対応

（開示請求への対応）

第１６条 法、指針及びガイドラインの趣旨並びにこの規則に基づき作成若しく

は取得した行政文書について、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平
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成１１年法律第４２号）第４条第１項又は個人情報の保護に関する法律（平成

１５年法律第５７号）第７７条第１項による行政文書若しくは情報の開示が請

求されたときの対応は、それぞれ当該法律の定めるところによる。この場合に

おいては、通報秘密を保持し、個人情報を保護するため、不開示情報の当否等

について、特に慎重な検討を要するものとする。

第３節 利益相反関係

（利益相反関係者の除斥）

第１７条 事務取扱者及び準事務取扱者は、利益相反関係者として掲げる次のい

ずれかに当たる場合又はその可能性を有する場合には、公益通報等の対応に関

与することができず、当該通報事案に限り、その任務の執行から除斥されるも

のとする。

⑴ 通報者

⑵ 通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規定に違反する行為に

関する事実の行為の主体である者

⑶ 通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規定に違反する行為に

関する事実の行為について、その意思決定に参画した者

⑷ 通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規定に違反する行為に

関する事実により損害を被った者

⑸ 前各号に掲げる者と親族である者

⑹ 前各号に掲げる者のほか、厳正公平な公益通報等の対応及び通報者を保

護する責務に照らし利益相反する関係を有する者

２ 事務取扱者及び準事務取扱者は、前項各号に掲げる利益相反関係を有する他

人を認めたとき又はその自認をするときは、速やかに、機関責任者にその旨を

申し出るものとする。この場合において、機関責任者が利益相反関係を有する

ときは、総括責任者にその旨を申し出るものとする。

３ 事務取扱者及び準事務取扱者は、通報事案ごとに、公益通報等の対応の各段

階（受付・受理、事実調査、措置・不措置決定）に応じ、利益相反関係の有無

について、相互に確認するものとする。

（利益相反関係者除斥の特例）

第１８条 機関責任者は、事務取扱者若しくは準事務取扱者を利益相反関係者と

する通報事案について、その通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の

規定に違反する行為に関する事実が明らかに認められず、通報者の言動若しく

は通報者との経緯等に照らし、殊更に、業務の適正な推進を阻害し若しくは事

務の混乱を企図するものと認める相当の理由がある場合には、その旨を総括責

任者に対し報告するものとする。報告に係る理由が消除したときも同様とする。
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２ 前項の報告を受けた総括責任者が相当の理由があるものと認めるときは、前

条にかかわらず、当該機関における当該事務取扱者及び当該準事務取扱者が公

益通報等の対応を行うことについて、これを承認するものとする。

３ 機関責任者は、前項の承認を得て公益通報等の対応を行うときは、その旨を

通報者に対し連絡することができるものとする。

第７章 通報事案の受付対応

第１節 通報事案の受付

（受付等）

第１９条 公益通報窓口に対し、通報者から、公益通報等として、その可能性を

有する通報があったときは、これに誠実かつ公正に対応し、次条の規定により

対応する場合のほか、公益通報等に当たらないことが明らかな場合その他受付

を行うことができない正当な理由がある場合を除き、窓口責任者は、その受付

を行うものとする。機関職員から通報事案の引継ぎを受けたときも同様とする。

２ 前項の受付をすることが相当と思料される通報を受けたときは、窓口責任者

は、通報者に対し、速やかに、次の事項の説明を行うものとする。この説明を

書面で行うときは、通報者説明事項書（様式第５号）によるものとする。

⑴ 通報者に対し、不利益な取扱いがされないこと。

⑵ 通報秘密は、保持されること。

⑶ 個人情報は、保護されること。

⑷ 通報について、この規則に基づく対応の概要。

⑸ この規則に基づく通報の受付又は受理が、必ずしも法による保護の対象と

して保障されるものではないこと。

⑹ 通報者自身においても通報秘密の保持及び個人情報を保護することが重要

であること。

３ 第１項の通報が、書面、電子メール等通報者がその到達を直接覚知できない

方法による場合は、窓口責任者は、通報者に対し、遅滞なく、通報を受けた旨

を連絡するものとする。この連絡を書面で行うときは、通報受取通知書（様式

第６号）によるものとする。

４ 第１項の受付は、受付票（甲）（様式第７号）について、その所定事項を通

報者に質問及び確認してこれを作成する方法によるものとする。通報者に所定

事項に係る確認を求めるときで、必要があるときは、公益通報等確認・質問書

（様式第８号）によるものとする。

５ 第１項の通報を受けた後、必要があるときは、窓口責任者は、通報者に対し、

受付の審査中である旨を連絡することができる。この連絡を書面で行うときは、

受付審査中通知書（様式第９号）によるものとする。
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６ 受付審査は、窓口責任者による受付票の確認を経た時これを完了したものと

する。窓口責任者は、受付を行わないときは、次条の規定により対応する場合

を除き、通知書（様式第１０号）により、通報者に対し、遅滞なく、その旨通

知するものとする。

第２節 教示

（教示）

第２０条 法第３条第２号に定める公益通報が誤って当該公益通報に係る通報対

象事実について処分若しくは勧告等をする権限を有しない機関に対してされた

ものと明らかに認められる場合は、窓口責任者又は機関責任者は、通報者に対

し、当該公益通報に係る通報対象事実について処分若しくは勧告等をする権限

を有する機関又は行政機関を教示しなければならない。

２ 公益通報等（前項の公益通報を除く。）の内容が、次の各号に掲げる事項に

照らし明らかに関連を有するものと認められず、かつ、事実関係を調査するこ

とが適切な他の機関若しくは他の行政機関等が認められる場合は、窓口責任者

又は機関責任者は、通報者に対し、当該他の機関若しくは当該他の行政機関等

を教示するものとする。

⑴ 法令（所管するものを含む。）又はこれに基づく命令等

⑵ 人事に関する事務

⑶ 所掌事務

⑷ 組織・機構

３ 前項の規定にかかわらず、公益通報窓口に対する通報（公益通報を除く。）

が、他の法令の規定の定めによるものであるときは、当該法令の定めるところ

による。この場合においては、窓口責任者又は機関責任者は、通報者に対し、

当該法令に基づく適切な機関、行政機関、若しくは事務を取り扱う担当を教示

するものとする。

４ 前３項の教示を書面で行うときは、通報者に対し、教示通知書（甲）（様式

第１１号）により通知するものとする。

５ 機関責任者は、送付を受けた通報事案について、第１項、第２項又は第３項

の教示をしたときは、通報事案の送付をした者に対し、教示通知書（乙）（様

式第１２号）によりその旨報告するものとする。

６ 第１項、第２項又は第３項の教示を行うときは、機関の法令遵守の確保及び

適正な業務の推進のほか、利害関係を有する者の秘密、信用、名誉、プライバ

シー等の保護に支障を及ぼすおそれがない限りにおいて、通報者に対し、当該

教示に係る資料の提供を行うことができるものとする。
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第３節 通報事案の送付

（送付）

第２１条 窓口責任者は、受付を完了した通報事案について、第２０条第２項各

号に掲げる事項に照らし相当の関連を有するものと認められ、かつ、事実関係

を調査することが適当と認められる部局責任者（各庁にあっては責任者とする。

以下この条から第２３条第２項までにおいて同じ。）に対し、関係資料及び受

付票写しとともにこれを送付するものとする。ただし、外部通報又は準外部通

報の可能性を有する通報事案については、外部責任者（各庁にあっては責任者

とする。以下この条及び第２２条において同じ。）に対し、関係資料及び受付

票写しとともにこれを引き渡すものとする。

２ 外部責任者は、前項ただし書に定める引渡しを受けたときは、当該通報事案

について処分又は勧告等をする権限を有すると思料される部局責任者に対し、

関係資料及び受付票写しとともにこれを送付するものとする。

第８章 通報事案の受理及び調査対応

第１節 通報事案の受理

（通常受理）

第２２条 部局責任者は、通報事案の送付を受けたときは、受理通知書（甲）（様

式第１３号）により通報者に対し、受理通知書（乙）（様式第１４号）により

通報事案の送付をした者に対し、それぞれ、遅滞なく、その旨通知するものと

する。ただし、公益通報等に当たらないことが明らかな場合その他受理を行う

ことができない正当な理由が認められるときは、第２０条の規定により対応す

る場合を除き、不受理通知書（甲）（様式第１５号）により通報者に対し、不

受理通知書（乙）（様式第１６号）により通報事案の送付をした者に対し、そ

れぞれ、遅滞なく、その旨通知するものとする。

２ 外部通報又は準外部通報について、前項ただし書の規定を適用するときは、

ガイドラインに掲げられている次の事項の趣旨を踏まえ、慎重に判断するもの

とする。

⑴ 真実相当性については、通報内容を裏付ける内部資料、関係者による供述

に限らず、通報者本人による供述に具体性、迫真性等が認められるときはそ

の要件を充足するものと評価されることを踏まえ、柔軟かつ適切に対応する。

⑵ 直ちに真実相当性の要件を満たすものであることが明らかでない場合にお

いても、個人の生命、身体、財産その他の利益に重大な損害を及ぼす可能性

が認められる通報については、柔軟かつ適切に対応する。

３ 法第３条第１号に定める公益通報の可能性を有する通報事案である場合は、

第１項に定める通知について、当該通報が寄せられた日を起算日として２０日
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以内に通報者にこれが到達するよう努めるものとする。

４ 部局責任者又は外部責任者は、通報事案の送付又は引渡しを受けることが困

難な相当の理由が認められるときは、窓口責任者又は外部責任者に対し、協議

の申入れをすることができるものとする。通報事案について、自ら調査又は決

定することが適当でないものと直ちに認められるときも同様とする。

（事実調査）

第２３条 部局責任者は、通報事案を通常受理したとき又は移送（第３０条）を

受けたときは、当該通報事案の通報対象事実、法定外通報対象事実、若しくは

法令の規定に違反する行為に関する事実の有無について、その真相の解明を目

的とし、速やかに、十分かつ必要な調査を行うものとする。ただし、機関の法

令遵守の確保及び適正な業務の推進のほか、利害関係を有する者の秘密、信用、

名誉、プライバシー等の保護に相当の支障がある場合であって、これを除去す

ることが困難で、かつ、その解消の見込みがないときは、機関責任者において

調査不能決定（第２６条第５号）を行うものとする。

２ 前項の調査に当たっては、通報秘密を保持し、個人情報を保護するとともに、

通報事案の実情に応じ、必要かつ相当と認められる方法で調査を行うものとす

る。この場合においては、必要に応じ、被通報者に質問し、関係者から事情を

聴取し、物件又は書類その他の事実を裏付ける客観的証拠物若しくはその写し

の提供等を求めることができるものとする。

３ 機関責任者は、調査の進捗に応じてその状況を把握するとともに、調査に関

して部局担当者又は各庁担当者及び部局補助者又は各庁補助者に対し、必要な

指導助言を行うものとする。

４ 機関責任者は、調査の進捗及び通報者の意向に応じ、調査の概況について、

通報者に連絡することができるものとする。

（事実認定）

第２４条 機関責任者は、通報事案に係る調査を終えたときは、当該通報事案の

通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規定に違反する行為に関する

事実の有無について、調査結果に基づき、厳正公平にその認定を行うものとす

る。

第９章 機関がとるべき措置

第１節 措置の決定及び実施

（措置決定）

第２５条 機関責任者は、第２条第１０号に定める内部通報、同条第１１号に定

める準内部通報、同条第１２号に定める外部通報若しくは同条第１３号に定め

る準外部通報であって当該通報事案に係る通報対象事実、法定外通報対象事実、
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若しくは法令の規定に違反する行為に関する事実があると認めるときは、次条

第３号、第４号、第６号又は第７号の規定を適用すべきものを除き、措置決定

を行い、当該通報対象事実、当該法定外通報対象事実、若しくは当該法令の規

定に違反する行為に関する事実の中止その他是正のために必要と認める措置、

再発の防止のために必要と認める措置、必要な場合における関係者の処分に関

する措置、法令に基づく措置その他適当な措置を実施しなければならない。こ

の場合において、各庁が処分又は勧告等の権限を行使するために必要があると

きは、あらかじめ、当該各庁の上級の各庁の長のほか、当該各庁を所管する部

局の長と協議することができるものとする。

２ 機関責任者は、前項による措置決定を行ったとき及び当該措置の実施をした

ときは、通報者に対し、適正な業務の遂行及び利害関係を有する者の秘密、信

用、名誉、プライバシー等の保護に支障がない限りにおいて、次の各号に掲げ

る区分に従い、当該各号に定める通知について、速やかに行うものとする。

⑴ 措置決定したとき 調査結果・措置決定通知書（甲）（様式第１７号）に

より通報者に対し、調査結果・措置決定通知書（乙）（様式第１８号）によ

り通報事案の送付をした者に対し、それぞれその旨を通知する。

⑵ 措置の実施をしたとき 措置実施通知書（甲）（様式第１９号）により通

報者に対し、措置実施通知書（乙）（様式第２０号）により通報事案の送付

をした者に対し、それぞれその旨を通知する。

３ 第１項の公益通報等が法第２条第３項第１号に掲げるものその他の法律に規

定する罪の犯罪行為の事実を内容とする場合における当該犯罪の捜査及び公訴

については、第１項のほか、第２３条及び第２４条の規定にかかわらず、刑事

訴訟法（昭和２３年法律第１３１号）の定めるところによる。

第２節 不措置決定等

（不措置決定）

第２６条 機関責任者は、第２条第１０号に定める内部通報、同条第１１号に定

める準内部通報、同条第１２号に定める外部通報若しくは同条第１３号に定め

る準外部通報として通報されたもののその要件を満たさず公益通報等と認めら

れないとき、又は第２条第１０号に定める内部通報、同条第１１号に定める準

内部通報、同条第１２号に定める外部通報若しくは同条第１３号に定める準外

部通報であって当該通報事案に係る通報対象事実、法定外通報対象事実、若し

くは法令の規定に違反する行為に関する事実があると認められないとき、又は

その他の措置決定することが適当でない理由を認めるときは、次の各号に掲げ

る区分に従い、当該各号に定める決定を行う。

⑴ 公益通報等の要件を満たさないとき 公益通報等非該当
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⑵ 当該通報事案に係る通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令の規定

に違反する行為に関する事実がいずれも認められないとき 通報対象事実等

は認められない（法令の規定に違反する行為に関する事実は認められない）

⑶ 法第１４条に該当する場合 公益通報者保護法第１４条該当

⑷ 法定外通報対象事実は認められるものの、その程度が極めて軽微であると

き、措置決定することができないとき、措置決定する必要がないとき、又は

措置決定することが適当でない理由が認められるとき 不措置

⑸ 事実認定を妨げる支障があって、これを除去することが困難で、かつ、そ

の解消の見込みがないとき 調査不能

⑹ 通報者が通報を取り下げたとき 通報取下げ

⑺ 同一性のある通報事案について前に措置決定又は不措置決定したことが認

められ、かつ、当該事実の認定若しくはこの規則に基づきした決定に影響を

及ぼす特に考慮すべき事情を有するものと認められないとき 措置（不措置）

決定済み

２ 機関責任者は、前項各号に掲げる決定を行ったときは、調査結果・不措置決

定通知書（甲）（様式第２１号）により通報者に対し、調査結果・不措置決定

通知書（乙）（様式第２２号）により通報事案の送付をした者に対し、それぞ

れ速やかにその旨通知するものとする。この場合において２つ以上の決定を行

ったときの通知は、これを併せて行うことができるものとする。

（解釈規定）

第２７条 前条第５号の規定は、通報対象事実、法定外通報対象事実、又は法令

の規定に違反する行為に関する事実の行為の主体としての特定の個人が明らか

でないことのみを理由として適用できるものと解してはならない。

２ 前条第１号及び同第６号の規定は、機関の長が必要と認めて行う当該通報対

象事実、当該法定外通報対象事実、若しくは当該法令の規定に違反する行為に

関する事実の中止その他是正のために必要と認める措置、再発の防止のために

必要と認める措置、関係者の処分に関する措置、法令に基づく措置その他適当

な措置の実施について、これを妨げるものではない。

第１０章 通報事案の分離等

（分離併合）

第２８条 窓口責任者、外部責任者又は機関責任者は、必要と認めるときは、通

報事案について、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に掲げる決定をする

ことができる。

⑴ 一つの通報事案が、内部通報、準内部通報、外部通報、若しくは準外部通

報の複数に及んで該当する可能性を有するとき、複数の機関に及んで関連す
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る可能性を有するとき、又はその他の分けて調査若しくは決定すべき理由を

認めるとき 分離（様式第２３号）

⑵ 複数の通報事案それぞれに相当の関連性又は同一性が認められ、これらを

併せて調査することに支障を生ずるおそれがないとき 併合（様式第２４号）

２ 前項の分離又は併合をしたときは、その結果として生じる通報事案個々につ

いて当該決定をした者が受付票（様式第２５号（乙））を作成するものとする。

３ 併合又は分離の決定をした者は、当該決定書写しに前項の受付票写しを添え、

次の各号に掲げる場合に応じ、当該各号に掲げる者に通知するものとする。

⑴ 内部通報又は準内部通報に係る通報事案について、機関責任者が受付票

（乙）を作成したとき 窓口責任者

⑵ 外部通報又は準外部通報に係る通報事案について、機関責任者が受付票

（乙）を作成したとき 窓口責任者及び外部責任者

⑶ 外部通報又は準外部通報に係る通報事案について、外部責任者が受付票

（乙）を作成したとき 窓口責任者

（協同調査）

第２９条 機関責任者は、通報事案の全部又は一部の事実関係を調査することに

ついて、他の機関等と協同して行うべき相当の理由があるものと認めるときは、

あらかじめ、当該他の機関責任者等と協議した上、協力し又は合同してこれを

調査することができるものとする。

（移送）

第３０条 部局責任者は、通報事案の事実調査、措置決定又は不措置決定をする

ことについて、他の部局が対応するべき相当の理由があるものと認めるときは、

あらかじめ、当該他の部局責任者と協議した上、移送決定（様式第２６号）を

行い、関係資料及び受付票写しとともにこれを当該他の部局責任者に移送する

ことができるものとする。

２ 前項の移送を行ったときは、部局責任者は、移送通知書（甲）（様式第２７

号）により通報者に対し、移送通知書（乙）（様式第２８号）により通報事案

の送付をした者に対し、その旨それぞれ通知するものとする。

第１１章 通報者の保護

第１節 通報者保護及び救済等

（通報者等の保護）

第３１条 法第３条各号に定める公益通報をしたことを理由とする機関職員（通

報の日前１年以内に機関職員であった者を含む。本条、次条及び第３９条にお

いて同じ。）に対する免職その他不利益な取扱いの禁止及び保護については、

法第９条の定めるところによる。
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２ 公益通報等（公益通報を除く。）をしたことを理由とする機関職員に対する

免職その他不利益な取扱いの禁止及び保護についても前項と同様とする。

３ 前２項の定めによるとき又は通報者等の保護を図るときは、ガイドラインに

掲げられている次の事項の趣旨を踏まえつつ、機関職員に対する免職その他不

利益な取扱いの禁止及び保護の適正を期するものとする。

⑴ 通報者等に対し、不利益な取扱い（嫌がらせ等の事実上の行為を含む。）

を行うことを防ぐ措置をとる。

⑵ 通報者等に対し不利益な取扱いを行った者に対し、行為態様、被害の程度、

その他情状等の諸般の事情を考慮して、懲戒処分その他適切な措置をとる。

範囲外共有（通報者を特定させる事項を必要最小限の範囲を超えて共有する

こと。）や通報者の探索を行った者、正当な理由なく通報秘密を漏らした者

及び知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ又は不当な目的に利用した者

に対しても同様とする。

（救済制度周知）

第３２条 機関責任者は、機関職員が受けた不利益な取扱いが通報又は相談した

ことを理由とするものと認められるときは、その職員に対し、当該職員が受け

た不利益な取扱いの内容等に応じ、人事院に対する不利益処分についての審査

請求（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第９０条）、勤務条件に関

する行政措置の要求（同法第８６条）のほか、人事院における苦情相談制度等

を利用することができる旨を周知するものとする。

（フォローアップ）

第３３条 機関責任者は、通報者から、通報したことを理由としてその役務提供

先から解雇その他不利益な取扱いが行われている旨の申告を受けたとき、又は

その事実を認知したときは、消費者庁公益通報者保護制度相談ダイヤルの紹介、

法令に基づく措置、その他通報者を保護するために適当な措置を実施するもの

とする。この規則の規定に基づく公益通報等の対応を終えた者から申告を受け

たときも同様とする。

２ 機関責任者は、通報者による前項の申告にかかわらず、通報したことを理由

としてその役務提供先から解雇その他不利益な取扱いが行われている疑いがあ

る場合には、その事実確認に努めるものとする。

第３４条 機関責任者は、措置の実施を終えた通報事案について、当該措置が適

切に機能しているかを確認し、当該措置が適切に機能せず、結果の反覆が認め

られるときは、当該通報対象事実、当該法定外通報対象事実、若しくは当該法

令の規定に違反する行為に関する事実の中止その他是正のために必要と認める

措置、再発の防止のために必要と認める措置、必要な場合における関係者の処

分に関する措置、法令に基づく措置その他適当な措置を実施するものとする。
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２ 機関責任者は、前項の疑いがある場合には、その事実確認に努めるものとす

る。

（匿名通報）

第３５条 窓口責任者、外部責任者及び機関責任者は、通報者の申出を受けて通

報秘密の保持又は個人情報を保護するために必要と認めるときは、匿名による

通報等について、実名による場合と同様に対応するものとする。この場合にお

いては、通報秘密の保持及び個人情報の保護のほか、当該通報者の同一性を担

保することに注意しつつ、通報者との適切な連絡手段の確保に努めるものとす

る。

（通知連絡）

第３６条 この規則の規定に基づき行う通報者に対する連絡又は通知は、窓口責

任者、外部責任者若しくは機関責任者が次に掲げるいずれかの事情を認めると

きであって、かつ、他に適切な手段方法が見当たらないときは、これを行わな

いものとする。

⑴ 通報者が連絡又は通知を拒んだとき。

⑵ 連絡又は通知を行うことが困難なとき。

⑶ 連絡又は通知を行うことができないとき。

⑷ 連絡又は通知を行う必要がないとき。

⑸ 前各号に掲げるほか、連絡又は通知を行うことが適当でないとき。

第２節 意見苦情への対応

（意見苦情対応）

第３７条 窓口責任者、外部責任者及び機関責任者は、この規則に基づく対応に

ついて、通報者等から意見又は苦情の申出を受けたときは、迅速かつ適切に対

応するよう努めるものとする。

第１２章 職員の責務等

第１節 機関職員の責務

（機関職員の責務等）

第３８条 機関職員は、職員等から、法第３条第１号に規定する公益通報として、

その可能性を有する通報を受けたときは、直ちに、窓口責任者にこれを引き継

ぐものとする。この場合においては、特に、通報秘密の保持及び個人情報の保

護に注意しなければならないものとする。

２ 部局職員が前項の通報を受けたときは、部局の長を通じ、窓口責任者に引き

継ぐことができるものとする。

３ 第１項の通報を受けた職員が通報者の上司に当たる場合で相当の理由が認め
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られるときは、当該職員が自ら行うことができる範囲で事実関係を調査するこ

とを妨げないものとする。ただし、調査の終結及び結果の内容にかかわらず、

通報を受けた後、通報者の同意を得て、遅滞なく、窓口責任者に対し、通報事

案の引継ぎを要するものとする。

（他人の正当な利益等の尊重）

第３９条 公益通報等をする機関職員は、他人の正当な利益又は公共の利益を害

することのないよう努めなければならないものとする。

（協力）

第４０条 機関職員は、機関責任者等から公益通報等の調査等のために協力を求

められたときは、正当な理由がある場合を除き、誠実に必要な協力を行うもの

とする。

（通報者の不特定）

第４１条 機関職員は、正当な理由がある場合を除き、通報者を特定し又は公開

をすること及びそのための調査若しくは探索を行ってはならないものとする。

第２節 教育研修

（教育）

第４２条 第４条から第７条までに定める体制を構成する者には、法、指針及び

ガイドラインの趣旨並びにこの規則に基づく対応に必要な適性及び能力を有す

る者を充てるものとし、機関責任者は、これらの者に対し、公益通報等の対応

並びに公益通報等の通報者及び相談者の保護に係る知識及び技能の向上を図る

ために必要な教育を行うものとする。

（研修）

第４３条 機関責任者は、機関職員に対し、公益通報窓口、第３２条に掲げる救

済制度及び公益通報等運用実績の概要のほか、法、指針及びガイドラインの趣

旨並びにこの規則等について、定期的な研修等によって十分にその周知を図る

ものとする。

第３節 行政文書保存

（文書保存の適正）

第４４条 窓口責任者、外部責任者及び機関責任者は、法、指針及びガイドライ

ンの趣旨並びにこの規則に基づく事務により作成又は取得した行政文書につい

て、特に通報秘密の保持及び個人情報の保護に注意しつつ、適正に保存するも

のとする。

２ 部局及び各庁の文書管理者は、前項の行政文書の保存期間について、標準文

書保存期間基準を改正する必要があるときは、法務本省の定めの例によるもの
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とする。

第１３章 官公署及び事業者等への対応

第１節 連携協力

（連携協力）

第４５条 機関責任者は、通報対象事実若しくは法令の規定に違反する行為等に

関する事実（通報対象事実を除く。）について処分又は勧告等をする権限を有

する行政機関が複数に及ぶものと認められるとき等は、調査等の対応について、

相互に連携し、必要な協力を行うものとする。

２ 機関責任者は、法、指針及びガイドラインの趣旨に基づくものとして行政機

関その他の官公署から調査等の協力を求められたときは、正当な理由がある場

合を除き、相互に連携し、必要な協力を行うものとする。

第２節 事業者等への対応

（事業者への周知等）

第４６条 部局責任者は、その所管事業に係る事業者及び労働者等に対し、広報

の実施、説明会の開催その他適切な方法により、法、指針、指針の解説及び法

務本省における通報窓口、並びにこの規則に基づく外部通報及び準外部通報へ

の対応の各概要について、周知するよう努めるものとする。

（補助金交付先への要請）

第４７条 機関責任者は、当該機関の契約の相手方又は補助金等の交付先（以下

「相手方事業者」という。）における法令遵守及び不正の防止を図るために必

要と認められる場合であって、次の各号のいずれかに該当することを認める場

合には、相手方事業者に対し、法、指針及び指針の解説に基づく取組の実施を

求めることに努めるものとする。

⑴ 相手方事業者が過去に法令の規定に違反する不正を行い、その再発防止の

必要性が高いものと認められるとき。

⑵ 相手方事業者の事業内容が高度な専門性を有することにより、外部からの

監督だけでは相手方事業者が法令の規定に違反する不正を行っているとして

もその発見をすることが困難なものと認められるとき。

⑶ 相手方事業者の事業内容に照らし、相手方事業者が法令の規定に違反する

不正を行えば個人の生命、身体、財産その他正当な利益が侵害されるおそれ

があると認められるとき。

第１４章 統計及び制度改善

第１節 統計
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（統計作成）

第４８条 法務本省の窓口責任者は、法、指針及びガイドラインの趣旨に基づく

法務省における公益通報等の対応等について、通報秘密の保持及び個人情報の

保護のほか、適正な業務の遂行に支障を及ぼすおそれのない限りにおいて、そ

の運用実績に係る統計を作成するとともに、これを総括責任者に報告するもの

とする。

２ 前項の統計を作成するため、検察庁、出入国在留管理庁、公安審査委員会及

び公安調査庁の長は、調査対象期間を前年度として、公益通報等運用実績統計

表（内部通報・準内部通報）（様式第２９号）、並びに公益通報等運用実績統計

表（外部通報・準外部通報）（様式第３０号）を作成し、法務本省の窓口責任

者に対し、毎年５月末日までに、その電子情報を提出して報告するものとする。

３ 第１項の統計を作成するため、部局の長は、調査対象期間を前年度として、

公益通報等運用実績統計表（内部通報・準内部通報）（外部通報・準外部通報）

を作成し、法務本省の窓口責任者に対し、毎年５月末日までに、その電子情報

を提出して報告するものとする。所管各庁を擁する部局にあっては、所管各庁

の統計表に係る電子情報も併せて報告するものとする。

４ 第１項の統計を作成するため、各庁の長は、調査対象期間を前年度として、

公益通報等運用実績統計表（内部通報・準内部通報）（外部通報・準外部通報）

を作成し、所管部局の長に対し、毎年４月末日までに、その電子情報を提出し

て報告するものとする。各庁から公益通報等運用実績統計表の提出を受けた部

局は、法務本省の窓口責任者へ提出するためこれを集計するとともに、部局の

長に対し、所管各庁の運用実績として、これを報告するものとする。この場合

において、部局の長が必要と認めるときは、各庁の公益通報等運用実績統計表

について、管区機関にその集計を任すことができるものとする。

（実績公表）

第４９条 法務本省の窓口責任者は、法、指針及びガイドラインの趣旨に基づく

法務省の公益通報等の対応について、通報秘密の保持及び個人情報の保護等の

ほか、適正な業務の遂行に支障を及ぼすおそれのない限りにおいて、その運用

実績の概要を公表するものとする。

第２節 制度改善

（制度改善）

第５０条 総括責任者は、継続的な点検を通じて、公益通報等の対応並びに通報

者及び相談者を保護するための制度についてこれを改善すべき問題点を認めた

ときは、この規則を改正するなどして、法務省における法、指針、指針の解説

及びガイドラインの趣旨を踏まえた公益通報等の対応基盤の一層の向上に努め
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るものとする。

２ 前項の制度改善に当たっては、公益通報等運用実績統計表による現状把握の

ほか、機関職員及び中立的な第三者（外部窓口委託先等）からの意見を定期的

に参酌するよう努めるものとする。

第１５章 雑則

（細則制定）

第５１条 機関責任者は、法、指針及びガイドラインの趣旨並びにこの規則に基

づく限りにおいて、この規則の規定の実施に関し必要と認める事項について、

その細則を定めることができる。この場合において、部局の長が必要を認める

ときは、その所管各庁に対し、細則に定める事項について指導及び助言を行い、

又は必要な方針を示すことができるものとする。

２ 各庁の長が前項の細則を制定するときは、必要に応じ、上級の各庁の長、所

管部局の長に対し、協議を申し出ることができるものとする。

３ 第１項の細則をもって定める事項が全国各庁に共通する場合は、所管部局の

長が発する通達をもってこの規則の規定の実施に関し必要と認められる事項に

ついて、一括して斉一に定めることができるものとする。

（様式制定）

第５２条 この規則で掲げる書面の様式（第１号から第３０号）は、総括責任者

が定める。

附 則（平成３０年３月２９日法務省秘庶訓第１号）

１ この規則の施行前に受理した公益通報等は、なお従前の例によるものとする。

２ この規則は、平成３０年７月１日から施行する。

附 則（平成３１年３月２９日法務省秘庶訓第１号）

この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。

附 則（令和元年９月２４日法務省秘総訓第５２号）

（施行期日）

１ この訓令は、令和元年１０月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令の施行前に法務省公益通報等対応規則（平成３１年法務省秘庶訓第

１号大臣訓令）第１９条の規定により受付を完了した通報事案に係る公益通報

等の対応並びに公益通報等の通報者及び相談者の保護については、なお従前の

例による。

附 則（令和４年５月２０日法務省秘総訓第１号）

（施行期日）
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１ この訓令は、令和４年６月１日から施行する。

（経過措置）

２ この訓令による改正前の法務省公益通報等対応規則の規定により受付を完了

した通報事案に係る公益通報等の対応並びに公益通報等の通報者及び相談者の

保護については、なお従前の例による。

附 則（令和５年８月１日法務省秘総訓第１号）

この訓令は、令和５年８月１日から施行する。

附 則（令和６年３月１日法務省秘総訓第１号）

この訓令は、令和６年４月１日から施行する。

別表（第２条第１２号関係）

弁護士法（昭和２４年法律第２０５号）

司法書士法（昭和２５年法律第１９７号）

土地家屋調査士法（昭和２５年法律第２２８号）

外国弁護士による法律事務の取扱い等に関する法律（昭和６１年法律第６６号）

更生保護事業法（平成７年法律第８６号）

債権管理回収業に関する特別措置法（平成１０年法律第１２６号）

電子署名及び認証業務に関する法律（平成１２年法律第１０２号）

社債、株式等の振替に関する法律（平成１３年法律第７５号）

会社法（平成１７年法律第８６号）（電子公告調査機関に対する処分に関する

ものに限る。）

電子記録債権法（平成１９年法律第１０２号）


